























学位規則第 4 条第 l 項該当
東北大学大学院文学研究科(博士課程後期 3 年の課程)
歴史科学専攻
中国近代地方行財政制度研究
(主査)
教授熊本 崇教授川合 安
教授三浦秀
准教授大野晃嗣
論文内容の要旨
序論
第一章 太平天国後期の政治構造の再検討
第二章 太平天国後期官僚制度再考
第三章 江蘇省における総督と巡撫
第四章 同郷会館の設立より見た清末官僚社会の変容
第五章候補官僚と人事評価
第六章 地方官と賛金行政
結論
序論
本論は、中国近代における地方官僚組織のもつ分節構造を解明したものである。分析を行う上で、主
に対象とする時代として清代後期を、地域として江南地域を選択した。 清代後期とは太平天国(一八五
O年~一八六四年)の発生から辛亥革命(一九一一年)における清朝滅亡までを指す。また江南地域と
は江蘇省およびi折江省に広がる長江扇状平野を指す。
この清朝後期とは、中国にとって内憂外患のうち続く多難な時代であった。太平天国は清朝治下の領
域の過半へ軍事的影響力を及ぼし、またイギリスはアロー号事件にはじまる第二次鵜片戦争を、フラン
スはベトナムの宗主権をめぐって清仏戦争を、日本は朝鮮をめぐって日清戦争を清朝と戦うことになっ
た。そして一九00年には義和団の北京入城に始まる世界八ヶ国との戦争が発生、一九一一年には辛亥
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革命が発生し、清朝は滅亡に至る。こうした中で清朝は世界と向き合い、西洋由来の概念を取り込みな
がら自尊の帝国から世界のなかの一国へと変容していったのであった。
また、江南地域は古来より経済的先進地帯であり、文化が花聞き教育も充実したため多くの官僚を輩
出していた。しかも南京条約により一八四二年には上海が開港、列強との貿易が行われることとなる。
そこには外国人居留地が建設され、居留地内に『申報』をはじめとした新聞が創刊され、比較的自由な
言論活動が可能となった。こうした諸要素により、江南地域は清朝後期における政治、経済、文化の一
方の極として存在感を示すこととなったのである。しかも、広義の江南といえる江蘇省、 i折江省、安徽
省、福建省はみな太平天国に大きな影響を受けた地域であった。本論では江南について太平天国後の社
会変容を観察しうる経済的そして社会的重要地域として検討を加えるものである。
清朝後期研究の概括と課題
こうした清朝後期における江南地域について、すでに多くの研究が重ねられてきた。ただし、それら
研究がおもな対象としたのは、郷村や都市部の農民や紳士たちであり、また各省の最高権力者である総
督や巡撫であった。郷村研究はその多くが一九一一年の辛亥革命ひいては一九四九年の中国共産党によ
る「解放J への歴史的道程を確認するため農民への搾取を検討した。都市部への研究は主に欧米におい
て内発的発展にかかる公共圏形成へ検討が加えられ、当時勃興していた慈善団体や同業団体がその姐上
に登った。また辛亥革命が発生しほどなく中華民国は軍閥割拠の時代を迎えるため、彼らの発生を研究
する上でその前身とみなされた総督や巡撫の権力構造への解明が行われたO
ただし、これらの研究は史料上の制約のもと一部に推測を交える。郷村統治には各地の地方行政機関
が関与していたとは疑い得ない。また都市部の慈善団体運営においては運営や経費に地方行政機関の協
力を仰いでいた。また、地方大官と呼ばれた総督や巡撫たちは同省に勤務する下僚たちの協力なしには
政務を執行しえない。しかしこうした地方行政機関は従来その活動を史料上ほぼ跡付けることができな
かったため、郷村や都市部そして地方大官の研究において半ば捨ておかれ、あるいは推測により欠落部
分が補填された。これは顔が見えない存在へ抽象的な性格を付与していた可能性を窺い得ょう。
しかも清朝後期とは各省において地方大官の下僚として勤務する官僚が激増した時期であった。それ
は清朝が太平天国に対抗する軍費等調達のために損納と呼ばれる売官制度を実施し、また保挙と呼ばれ
る軍功などの功績を挙げた者の大量推薦を許したことに起因するものであった。しかも太平天国滅亡以
降も山西省における大規模鱗鐘、河南省における黄河の大規模決壊、清仏戦争における南洋海軍の壊滅
など、それぞれに巨額の対策費用を捻出するため、指納は大々的に募集された。こうして任官一一一すな
わち「補J-ーされるのを「候(ま)つ」、いわゆる候補官僚が激増することになったのである。
ただし、清朝は並行して近代化の推進や太平天国との戦争で荒廃した地域の善後諸事業を行い、その
財源確保のために商業課税である「賛金」をはじめとする新税導入を図った。こうして候補官僚たちが
多様な新規事業の担い手として各所へ「委員」として派遣されることとなり、それ以前の王朝における
「員多閥少」と異なり、候補官僚の過剰供給に対する一定の需要を創出し続けることとなった。以降、清
朝末期の地方政治は、日々増加する候補官僚の処遇と新規事業の運営とが最重要課題となったのである。
本論の目的は、地方行政機関や候補官僚たちが地方各省においてどのような活動を行っていたのか解
明することにより、郷村や都市部の民衆や紳士たちの活動や地方大官の権力構造について従来の研究と
は異なる新しい視座を獲得することにある。なお清朝における行政区分およびその最高責任者として、
それぞれ地方各省の総督巡撫、道の道台、府の知府や州の知州、県の知県という、省道府県の各分節が
存在した。候補官僚の勤務した新規事業もおおむねその行政区分に沿った管理が行われており、分節構
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造を採っていた。本論ではこうした各分節について検討を加えることとなる。
なお、本論では同時に清朝後期の端緒となる太平天国がどのような政権構造を持っていたのか、前述
の清朝への視座と同様の観点により分析を加え、清朝における分節構造との比較を行っている。本論第
一章および第二章は太平天国を、また第三章から第六章は清朝後期を扱ったものである。
第一章・第二章
本論第一章「太平天国後期の政治構造の再検討一一上奏文管理権再編認を中心として」では、一八六
O年末に発布された上奏文管理権の再編を命じる詔旨に対し分析を加え、それが従来の研究に言われて
いた宰相たる軍師洪仁詩からの奪権などではないこと、また各地に在って清朝と戦闘を繰り広げていた
武将たちが、まさにその軍功によって天京中央と対立関係にあったことを述べた。また第二章「太平天
国後期官僚制度再考一一一八六O年の官員人事制度再編を中心としてJ では、天京中央と対立関係の分
節を築いていたと思われる地方の武将たちもまた、その傘下にあって同様に軍功をもっ群小武将たちの
分節形成と対峠していたことを述べ、太平天国後期に根ざした分節構造が滅亡への道程を脹胎したこと
を論じた。以下に第一章および第二章で得られた知見を概略しよう。
従来、君主たる天王洪秀全は一八五六年の天京内証以降、軍師洪仁王干から権限を剥奪して独善的で怒
意的な政治を行い、亡国を導いたとされてきた。しかし実際には、当時の制度改革は一概に天王洪秀全
の恐意性に帰せられるものでは断じてなく、洪仁王干を含む中央政府が一体となって制度再編を行い、伝
統的・宗教的な権威の再確立と地方軍閥からの権限回収を企図したものであった。
この制度再編の後背に存在したのは、国号「太平天国」とは裏腹に「戦う天国」として戦闘を続行せ
ざるをえず、不断に軍功をたてていく地方武将との妥協を必要としていたことであった。こうした中で
後期に在っては、前期の東王時代のような一元的人事制度は理想に過ぎず、高位の爵位すら軍師以外の
軍関諸王による保挙を受け、それ以下の官僚に至っては中央の許可を待たずに地方による自律的人事が
行われていた。
こうした人事体制の混乱の淵源は、翼王石達開の行動によるものであった。一八五六年の天京内証の
のち、建国五王のうち東西南北の四王が失われたため、法的には翼玉石達関が唯一の人事草案の作成者
となる。一八五七年四月に石達開が天京より地方へ離脱し、しかも天京からの独立傾向をあらわにすれ
ば、勲功への褒賞は当然石達開みずからの手で与えねばならない。第二章で論じた保王童容海文書には
それ以降に各地の武将たちが下位の属僚への叙任を行っていく様が浮かび上がる。それで、も当初は一部
の高級武官や天京からの自立勢力に限られていたが、ほどなく太平天国官制の多くの結節点で人事が行
われ属僚へ叙任が行われるようになった。こうした分節構造の上位の集団は下位の集団に対し下位集団
における人事の追認や下位集団構成員の抜擢を行うことで己の権威を保とうとしたのであった。
第三章
第三章「江蘇省における総督と巡撫一一清朝末期における江寧管区と蘇州管区の分立をめぐって」で
は、江蘇省に存在した江寧府の江寧布政使および蘇州府の江蘇布政使が、それぞれの管下の地方行政機
関はもとより新設の局に対しても統属関係を形成したこと、また江寧府在の両江総督およびその影響下
にあるはずの蘇州府在の江蘇巡撫が、各々同城の布政使管区のみを統括する存在へと変貌していったこ
とを検証した。
しかも同治年間(一八六二年~一八七四年)に成立したらしい内規もあって総督や巡撫は互いの「同
城」布政使の管区に介入しないことを慣例とするようになり、江蘇省は徐々に江寧と江蘇という江蘇省
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内の布政使管区へと分裂していったのであった。本来は総督、巡撫、布政使、按察使といった存在は統
属関係になく、位階に上下があるのみの別個な存在であり、総督は巡撫を、巡撫は布政使を監督する存
在であったが、少なくとも江蘇省においては実質的に江寧府の両江総督一江寧布政使、または蘇州府の
江蘇巡撫一江蘇布政使という統属関係がうまれたのである。
第四章
また第四章「同郷会館の設立より見た清末官僚社会の変容J では、従来において重要視されてこな
かった地方官僚設立にかかる省都の同郷会館に着目、当時の候補官僚の委員獲得や局中での勤務におけ
る苦哀を確認し、同郷会館での集団儀礼「圏奔J や彼らが出版した同僚の名簿『同官録』の意義を解明
した。
太平天国以前には候補官僚の員数が少なかっただけに官僚主体の同郷団体などは設立は不可能であっ
たろう。候補官僚が「分発」一一勤務地となる省の指定一一ーにより大量に省都に滞在していればこそ、
あたかも北京の官僚主体同郷会館と同様の構造を持った分節が各地に並立することとなったのである。
また、当時の候補官僚はその構成員の増加により伍躍も論証するように委員や署理の獲得に苦心してお
り、同郷会館を舞台とした圏奔などの諸儀礼は縁故形成のために利用されていたと思われる。とはいえ
これはただ地方の基層官僚にのみ意義があるものではなかった。地方上層官僚たる布政使らは官営の公
式『同官録j 一一一全省の官員すべてを網羅一一ーを作成し管下の官僚たちの把握に腐心したのである。官
営ならざる『同郷同官録』一一同郷出身の当該省勤務官僚を網羅ーーもまた上官が属僚を深く知るため
には重要なものであったろう。しかも官僚の同郷会館は容易に派閥主義を生んだと想像されるが、清朝
においてあたかも「貴族」として血統優遇が約束されていたはずの旗人官僚たちは自らその同郷たる範
鴎を拡張し、東三省や直隷さらには山東などの地域をも同郷と見なす創造を行って南方の漢族官僚同郷
団体に対抗したのであった。なお、行論の過程で候補官僚の様態を観察したが、そこでは従来の研究に
おいて優等な委員とされていた麓金局であってもなお非合法な減税により商人を呼び込むなどの行動が
みられた。候補官僚たちは一時の汚職により大金を獲得して免職となるのではなく、長期の任用を求め
て粛々と勤務に励んでいた可能性があったのである。
第五章
第五章「候補官僚と人事評価一一光緒初年の官僚試験制度導入をめぐって」では、総督や巡撫そして
布政使がどのように候補官僚の人事査定を行おうとしていたのか、一八七四年に開始された大規模な試
験制度に着目し検討を行ったO その導入において、清朝中央は地方行政の状況把握と候補官僚の整理を
目指した。また総督や巡撫たち地方大官は、属僚の状況把握および人心掌握を試みた。そして試験対象
たる地方官僚は、かりそめの公平性のなかで栄達を望んだのである。第六章の賛金行政も同様であるが、
各分節はそれぞれに強制と妥協をまじえ、容認できる結論へ事物を導いていった。ここには一概に地方
主義による分権傾向が強まり、中華民国の軍閥に至るような体制が準備されていたわけではないことを
確認しえよう。
第六章
最終章となる第六章「地方官と賛金行政一ーその管理権限の形成と展開」は第一章から第五章までの
検証によって得られた知見から、おもに清朝後期の主要財源であった商業課税たる麓金制度から地方官
僚による分節がいかなるものであったのか明らかにしたものである。第一に本章導言中の「麓金に関す
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る研究」において多くの関連分野をもっ賛金制度の研究について詳述し、また「賛金をめぐる史料の偏
在性」において史料的制約による差金制度研究の困難および展望を概述した。また本章第一節「督撫・
布政使と賛金行政」では、長らく新規事業たる麓金行政と無関係とされてきた旧来の地方行政機関の長
である布政使がどのように麓金財政にかかわってきたのか検証した。また賛金行政と同様の視座により、
治安維持を行う保甲総局、食塩麓金を扱う綱塩総局、治水事業を行う塘工総局、北京への米穀運搬を扱
う海運局といった新規事業について省都の地方高級官僚がどの程度介在していたのか解明したのである。
結果、旧来の行政機関の新規事業への関与は、布政使における麓指総局一一麓金行政を担当一一、按
察使における保甲総局一一警察業務を担当一一、塩運使における綱塩総局一一食塩賛金を担当一一、杭
嘉湖道における塘工総局一一治水事業を担当一一、督糧道における海運総局一一江南の米穀の北京回送
事業を担当ーーにおいてみられたように、人事権をもって新規事業へ君臨していたことを確認した。彼
らはそれぞれ自らに許された権限の範囲のなかで、改革を主導するような強力なものから「おおむね名
目上のこと」にいたるまでの振幅を持ちながら運営を行っていた。それは己が権限を執行するかどうか
の問題であり、介入が許されていなかったわけで、はない。これは第三章に検討した両江総督の属僚管理
と同様の形態を持つものでもあったのである。
つづく本章第二節「道台・知府と麓金行政」では、従来の研究において賛金など新規事業すべてに全
く関与していなかったとされる道台、知府、知県といった地方官が管区を同じくする新規事業とどのよ
うな関係を持っていたのか確認した。なかでも地方官による新規事業介入として顕著な事例として、一
八九三年に行われた温州における食塩麓金の徴収制度改革、また一八七八年に発生した寧波における麓
金局打ち壊しにおける事件の推移と解決の過程を検討し、新規事業に配属された候補官僚の委員と、同
じ地域を治める地方官という存在がどのような分節を形成したのか明らかにしたのである。
結果、省内の各地域における麓金行政が旧来の地方行政機関の関与を受けていたことを確認した。と
はいえ道台や知府といった地方行政機関の長たちは布政使たち省都の上級官僚とは異なり、新規事業に
対し明確な人事権を保持していたわけではない。ただし、それは地方官が先行研究の述べる「道府州県
という地方行政系統と切り離される」として賛金行政への関与が不可能であったことを意味しないもの
であった。彼ら旧来の地方行政機関は省都以外の地域における最高位官僚たる道台らの節制のもと、管
轄地域を同じくする麓金局やその他の新系局務と連携して地方行政にあたっていたのであった。しかも
彼らは輪船や電線網の発達によって密接に繋がり合うようになったにもかかわらず、各地の地方行政は
道台を頂点として一定程度の独自判断を行っていたのであった。
第一節の布政使と第二節の地方官たちとは権限や影響範囲が大きく異なる。ただし、地方官僚を統御
すべき地方大官たちは、その多くが当該省へ官歴のうえで初めて赴任しており、また短期間での他省へ
の短期の転任を余儀なくされていた。それに対し、道台以下の地方「分発」官僚たちは当該省において
長期の勤務を経ていたのである。省中央の総局総排をつとめる候補道台や地方の正任道台たちは制度上
において総督、巡撫、布政使、按察使、塩運使らに服する存在であり、また当該省に長期間在任してい
ればこそ隠然と反抗しうる勢力でもありえた。第三章において両江総督について確認したとおり、属僚
へ行政を放任すれば、布政使にとどまらず、ときにはー省を統括する存在であっても人事権を行使しえ
ず「おおむね名目上」と化しうるのである。清朝後期における地方各地には、官僚それぞれの役割が厳
然と規定される「縦割行政」ではなく、暖昧模糊とした責任範囲に基づき、それぞれの階梯に応じて協
調する分節構造が形成されていたと見なせよう。
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ここで如上の各章において得られた成果を敷桁させ、清朝後期における江南地域を中心とした地方官
僚組織のもつ分節構造について明らかにし、またこうした分節構造が清朝にとってどのような存在とし
て立ち現れてきたのか展望した。
太平天国も清朝もともに管下の官僚の激増により官僚機構に制度疲労を来たすこととなった。しかも
共にそれぞれの上位分節は下位分節による昇進欲求へ公平性を持って臨まなければならなかった。太平
天国はその領土全域が戦場となっていたために軍功への褒賞が喫緊の課題となり、官僚制度を未整備と
するまま戦功と褒賞による螺旋構造に飲み込まれてしまった。 清朝には非戦闘地域の後背地が存在して
おり、官僚機構も確固としたものであったが、それでもなお清朝にもまた軍功をはじめとする多くの功
績に対し褒賞を行わねばならず、候補官僚は増加していった。こうした騒乱の初期に人口増や西洋の衝
撃に起因する中国社会の軍事化が影響していることは夙に指摘されているが、戦争の長期化は下にあっ
ては軍事化を、上にあっては官制や財政における制度膨張を招き、それぞれが維持のためのさらなる活
動を求めていく、いわば巨大な螺旋構造を双方に提供したのであった。太平天国と清朝との最も大きな
相違は、それぞれの分節に人事権の有無に収飲する。太平天国からは一八五七年の翼王石達聞による独
自行動開始以降、中央の一元的な人事制度が失われてしまった。清朝においては皇帝は地方大官以下の
官員を罷免することができ、同様に地方大宮は下僚の弾劾を行うことができた。その弾劾権は恒常的に
行使されるものでは決してなかったが、それぞれの下位分節は大規模な不正が発覚すれば罷免対象とな
りうる。これは分節の過度な自立傾向への抑止力となったであろう。
太平天国では一八五六年の天京内証以来中央の権威が下降、断続的に継続する戦闘のなかで天京中央
の官員が武功なく昇進すれば当然に糾弾される。軍事的功績がなく、かといって権威による支配も望め
なければ、宗教的伝統を標梼する支配を行わざるをえず、官僚の官位に神使や天使など宗教的な位階を
設置していった。
清朝においては外国との戦争や太平天固など内乱により権威が低下したとて、なお、三百年の伝統に
根ざす伝統的権威を保有していた。それぞれ下位分節は上位分節の持つ権威により自らの行動を正当化
したため、上位分節による命令へ時に妥協することも必要となった。すべては郷村や都市部といった分
節の最末端に膨張しつづける利権へ鑑をはめるための強制力を執行するためであり、その強制力の源泉
は中央そして皇帝であった。しかも各分節は清朝最末期まで管下の分節に対し人事権を行使し、また各
種各様の統制を行っていた。太平天国以降、清朝では省一道一府-県のそれぞれの部位で肥大化がみら
れる。その一部を切り取れば、それぞれの部分が地方分権により上位分節から遊離し自律的執行を行っ
ているかのように見える。しかしそれは巨視的にみれば分節の頂点たる清朝そのものにおいて、すくな
くとも官僚機構、行政網そして財政規模が巨大化し強力となったものとも見なせよう。
とすれば、清朝は一概に地方分権による滅亡へ向かっていたわけではない。中華民国に歪り中央の権
威に正当性が失われはじめて、各分節が上位による統制を排除して己の望む膨張を果たすようになるの
である。清朝後期における塞防派や海防派の「冷戦」は江漸戦争など軍閥聞の「熱戦」へと変化し、中
央が派遣した官僚は地方において任官を拒否され、各種税源の中央送付命令は無視される。新たな世界
体系の樹立は清朝とは異なる正当性を獲得し分節から成長した国民政府そして共産党の時代を侠たねば
ならなかったのであった。
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論文審査結果の要旨
本論は、中国近代なかでも清朝末期(一八五O年~一九一一年)における地方官僚組織のもつ分節構
造を解明したものである。おおまかに第一章、第二章では太平天国(一八五O年~一八六四年)におけ
る武官の増加や軍功への対処を、また第三章以降では清朝における指納(買官)等により激増した地方
の文官の様々な状況、また上官による下僚管理の実態を扱っている。
第一章「太平天国後期の政治構造の再検討一一上奏文管理権再編詔を中心として」では、従来天王洪
秀全やその側近から遊離していたとされた宰相洪仁王干について、天王集団の意を呈して政権を運営して
おり、また軍功をあげた各地の軍閥が洪仁王干を含む中枢と対立関係にあったことを論証した。
第二章「太平天国後期官僚制度再考一一一八六O年の官員人事制度再編を中心として」では、洪仁王干
ら太平天国の中枢と対立関係にあった軍閥もまた、その傘下の群小武将たちの分節形成に苦慮していた
ことを述べ、太平天国に根ざした分節構造が延いては太平天国の滅亡を脹胎したことを論じた。
第三章「江蘇省における総督と巡撫一一清朝末期における江寧管区と蘇州管区の分立をめぐって」で
は、江蘇省の江寧布政使および江蘇布政使が、それぞれの管下の地方行政機関、そして太平天国滅亡後
の諸新事業に対して統属関係を形成したこと、また本来は布政使の共通の上官であった総督および巡撫
が一方の布政使のみを統括する存在へと変貌したことを検証した。
第四章「同郷会館の設立より見た清末官僚社会の変容」では、地方官僚による同郷会館の設立に注目、
従来史料上の制約により全く検討されてこなかった地方官僚の職務獲得の実態やその職務での苦衷を確
認し、同郷会館での集会「団拝J や彼らが出版した同僚名簿『同官録j の成立意義を解明した。
第五章「候補官僚と人事評価一一光緒初年の官僚試験制度導入をめぐって」では、地方の省の指導部
による下僚の人事査定について、一八七四年に開始された試験制度に着目し検討を行った。ここで中央
政府は地方への牽制や官僚整理のため、また省の指導部は下僚把握や人心掌握のため、そして受験者で
ある地方官僚は比較的公正な試験制度による己の特進のため試験導入を望んだことを確認した。
第六章「地方官と賛金行政一一ーその管理権限の形成と展開」では、清朝後期に発生した賛金(附加商
業税)の運営に着目、また賛金を財源とする諸新事業の実態を確認し、旧来の地方行政機関と新事業と
の関係から、当該期における地方行政の運営主体を明確化した。そして、一概に省の指導部のみが権限
を増長させることはなく、各分節が複雑な権力構造を形成し相互に影響を与えていたことを提示した。
本論文は、先行研究が利用し得なかったものを含めて関連史料を網羅的に博捜し、清朝末期における
地方官僚の具体的諸相をはじめて明らかにした。そして従来の清朝の地方分権傾向と中華民国の軍閥と
の安易な接合を排したうえで、地方行財政制度の特質を清朝から中華民国にかけての地方権力機構の推
移のなかに位置づけることに成功している。その成果は、斯学の発展に寄与するところ大であり、本論
文提出者は、博士(文学)の学位を授与されるに十分な資格を有するものと認められる。
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